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論　説

政府による学習時間の決定と 
人的資本蓄積に関する一考察

村　田　　　慶

Ⅰ．はじめに

本稿では，政府による学習時間の決定が人的資本蓄積と経済成長に及ぼす効果について，世代

間重複モデルによる一考察を行う．小塩 (2002)でも懸念されていたように，近年のわが国では，

ゆとり教育による影響から若年層の学力低下が深刻化しており，その見直しから授業カリキュラ

ムの増設が実施されている．世代間重複モデルによる人的資本蓄積において，学習時間を導入し

た先行研究としては，Glomm and Ravikumar (1992)が代表的である．Glomm and Ravikumar (1992)

では，各個人の生涯効用は第１期における余暇時間，第２期における消費および次世代への教育

投資によって決定付けられ，学習時間は効用最大化を達成するような余暇時間をその期の全時間

から差し引いた残りとして定義される．また，各個人は第２期において人的資本を獲得し，その

水準は第１期における学習時間，第２期において親世代から受け取る教育投資，および親世代の

人的資本水準によって決定付けられるとしている．

本稿では，Glomm and Ravikumar (1992)について，以下の点で拡張・修正を行う．Glomm and 

Ravikumar (1992)では，学習時間は各個人が決定付けるとしているが，現実的には，学校教育に

代表されるように，政府が決定付ける学習時間も存在する．また，大竹 (2012)で指摘されている

ように，近年のわが国では，若年層の勤勉に対する重要度が低下傾向にあるため，各個人にとっ

て最適な学習時間が学校教育における授業時間を含むものであると解釈するとしても，それが非

常に低く，学校教育における授業時間よりも小さいというパターンも十分に起こり得る．

本稿では，Glomm and Ravikumar (1992)における各個人が効用最大化を達成するような余暇時

間に基づいて決定付けられる学習時間に加えて，政府が決定付ける余暇時間をパラメータで新た

に導入し，それに基づいて決定付けられる学習時間を新たに設定する．さらに，政府が決定付け

る学習時間は，それが各個人の最適学習時間よりも大きい場合においてのみ強制力を持つとする．

その上で，政府による学習時間の決定が人的資本蓄積と経済成長に及ぼす効果について考察する．

本稿における構成として，まず第２節において，Glomm and Ravikumar (1992)における学習時

間について，各個人が効用最大化を達成するような余暇時間に基づいて決定付けられる最適学習
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時間に加え，政府が決定付ける学習時間を新たに設定した基本モデルを概観する．その上で，第

３節において，政府による学習時間の決定が人的資本蓄積と経済成長に及ぼす効果について考察

する．

Ⅱ．モデル設定

各個人の経済活動は２期間にわたって行われるとする．本稿では，２期について，t 期とt ＋1

期を基準とし，各期に生まれた個人をそれぞれ，t 世代，t ＋1世代の個人と呼ぶこととする．ま

た，各世代の子供は第２期に誕生するとする．さらに，各世代の人口規模は一定であるとし，１

で基準化する．

１．人的資本形成

各世代の個人は第２期において自身の人的資本を形成するとする．Glomm and Ravikumar (1992)

に倣い，人的資本の蓄積方程式を⑴のように設定する．

 ⑴　

⑴において，i は個人のタイプ，ni,t はt 世代の個人i のt 期における余暇時間，ei,t はt 世代の個人

i がt 期においてt －1世代から受け取る教育投資，hi,t はt －1世代の個人i がt 期において獲得する

人的資本水準，hi,t ＋1はt 世代の個人i がt ＋1期において獲得する人的資本水準である．すなわち，

1－ni,t はt 世代の個人i のt 期における学習時間である．本稿では，1－ni,t について，各個人が決

定付けるケースと政府が決定付けるケースに分類する．それは，⑵のように表される．

 ⑵　

⑵において，nt はt 世代の個人i のt 期における最適余暇時間，nG は各期において政府が決定付

ける余暇時間である．すなわち，1－nt はt 世代の個人i のt 期における最適学習時間，1－nG は各

期において政府が決定付ける学習時間である．ただし，本稿では，政府が決定付ける余暇時間は，

それが各個人にとっての最適余暇時間を上回る場合にのみ強制力を持つとする．Glomm and 

Ravikumar (1992)に倣い，t 期における一国全体の人的資本水準Ht は，⑶のように，確率密度関数

によって定義されるものとする．
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 ⑶　

⑶において，ft(hi,t)はt 世代の個人i がt 期においてhi,t の人的資本水準を獲得する確率である．

２．効用最大化

各世代の個人は，第２期において労働を行うとする．すなわち，t 世代の個人が所得を得るのは

t ＋1期である．また，遺産贈与は考慮しないものとする．Glomm and Ravikumar (1992)および

Cardak (2004)と同様，本稿では，生産者の利潤最大化問題を考慮しないので，賃金率に関する議

論が存在せず，t 世代の個人i のt ＋1期における所得水準yi,t ＋1は獲得する人的資本水準と一致する

ものとする．

 ⑷　

t 世代の個人i のt ＋1期における消費水準ci,t ＋1は，⑸のように決定付けられる．

 ⑸　

各個人は，生涯効用を最大化するように行動するとする．本稿における生涯効用とは，２期間

全体において得られる効用水準を意味する．Glomm and Ravikumar (1992)と同様，それは，第１

期における余暇時間，第２期における消費水準⑴および次世代への教育投資によって決定付けら

れるものとする．t 世代の個人i の２期間全体における効用水準をU とおくと，それは，次のよう

に表される．本稿では，村田 (2011)に倣い，生涯効用の各決定要素の選好度を表すパラメータを

組み入れる．
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⑴ Glomm and Ravikumar (1992)では，第１期における消費は考慮されておらず，本稿でも，同様の設定を行う．
この解釈は，若年期における教育投資の中で，その中に生活に必要な消費も含まれているというものである．
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一階条件である　　　　　　，　　　　　　 ，および　　　　　　より，t 世代の個人i のt 期

における最適学習時間1－nt ，t ＋1期における最適消費ct ＋1および最適教育投資et ＋1はそれぞれ，

⑹，⑺，および⑻のように導出される⑵．

 ⑹　

 ⑺　

 ⑻　

ところで，⑷と⑻を読み替えることによって，t －1世代の個人i のt 期における所得水準と最適

教育投資はそれぞれ，⑼と⑽のように求められる．

 ⑼　

 ⑽　

Ⅲ．学習時間の決定と人的資本蓄積

本稿では，物的資本蓄積に関する議論を捨象していることから，⑴と⑶より，経済成長パター

ンはhi,t のみによって決定付けられる．すなわち，経済成長パターンは人的資本蓄積のみによって

決定付けられる．学習時間を各個人が自身の効用最大化を達成するように決定付ける場合，⑹，

⑼，および⑽を⑴に代入すると，人的資本関数は⑾のように導出される．

 ⑾　

⑾について，定常状態均衡における人的資本水準h I
s は，⑿のように導出される．

 ⑿　
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⑵ ⑹，⑺，および⑻の導出過程については，付録を参照せよ．
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一方，各個人の学習時間を政府が決定付ける場合，人的資本関数は⒀のように導出される．

 ⒀　

⒀について，定常状態均衡における人的資本水準h G
s は，⒁のように導出される．

 ⒁　

⑾と⒀について，γ＋δ＜1であるので，両ケースともに，hi,t ＋1はhi,t についての凹関数となる．

したがって，h I
s とh G

s はともに安定的な定常状態均衡となる．また，本稿モデルでは，⑿と⒁が⒂

のような大小関係にある場合，政府が決定付ける学習時間は強制力を持たない．

 ⒂　

一方，⑿と⒁が⒃のような大小関係にある場合，政府が決定付ける学習時間は強制力を持つこ

とになる．

 ⒃　

したがって，学習時間について，政府が決定付ける学習時間が各個人にとっての最適学習時間

を上回る場合のみ強制力を持つならば，人的資本蓄積および経済成長にとって確実にプラスに働

くことが示された．

Ⅳ．結語

本稿では，Glomm and Ravikumar (1992)を拡張・修正し，政府が決定付ける学習時間が人的資

本蓄積および経済成長に及ぼす効果についての一考察を行った．

本稿における帰結として，政府が決定付ける学習時間が，各個人が効用最大化を達成するよう
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な余暇時間に基づいて決定付けられる最適学習時間を上回る場合にのみ強制力を持つならば，人

的資本蓄積および経済成長にとって確実にプラスに働くことが示された．

本稿における分析内容について，今後の展望を述べる．大竹 (2012)で指摘されているように，

2005年以降，わが国では，若年層の勤勉に対する重要度が低下しており，この問題について，政

策的な解決を試みる場合，政府による学習時間の決定は確かに重要になるであろう．しかしなが

ら，政府による学習時間の決定は学校教育におけるものであり，家庭内教育には手が回らないの

が実情である．また，学校教育についても，学習意欲が低い場合，仮に学校に通わせたとしても，

授業時間数の増加が有効に働かない恐れもある．これらの点については，稿を改めて論じたい．
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付録

制約条件式を効用関数U におけるci,t ＋1に代入すると，次のようになる．

一階条件である　　　　　　より，

上の式を変形して整理すると，t 世代の個人i のt ＋1期における最適教育投資et ＋1は，次のよう

に導出される．
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また，ci,t ＋1＝yi,t ＋1－ei,t ＋1より，t 世代の個人i のt ＋1期における最適消費ct ＋1は，次のように導

出される．

さらに，一階条件である　　　　　 より，

上の式を変形して整理すると，t 世代の個人i のt 期における最適余暇時間nt は，次のように導

出される．

したがって，t 世代の個人i のt 期における最適学習時間1－nt は，次のように導出される．

21

1,1

21

1,1
1 αα

α
αα

α
+

=
+

= ++
+

titi
t

hy
c

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
21

,,,2
,,,

,,
1

,1

,

21

1,,,,

,,
1

,1

,

21

,

1
1

11

1

11

αα
α

βααα

βααα

δγβ
δγβ

δγβ

δγβ

δγβ

+

−
−−

−
−

−−
=

−−

−
−

−−
=

∂
∂

−

+

−

tititi
tititi

tititi

ti

titititi

tititi

titi

hen
hen

hen
n

ehen

hen
nn

U

( )2121

21

1
1

ααβαα
αα

++−−
−−

=tn

( )
( )2121

21

1
1

ααβαα
ααβ

++−−
+

=− tn

0, =∂∂ tinU


